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被害者等通知制度実施要領

最終改正 平成２８年５月２７日法務省刑総第７４１号（平成２８年６月１日施行）

第１ 目的

この要領は，被害者その他の刑事事件関係者に対し，事件の処理結果，公判期日，刑事裁判の

結果等を通知することにより，被害者を始めとする国民の理解を得るとともに，刑事司法の適正かつ

円滑な運営に資することを目的とする。

第２ 通知の対象者

通知の対象者は，次の者とする。

（１）被害者，その親族若しくはこれに準ずる者（以下「被害者等」という。） 又は弁護士であるその

代理人

（２）目撃者その他の参考人等（以下「目撃者等」という。）

第３ 通知の内容

通知の内容は，次のとおりとする。

（１）事件の処理結果については，公判請求，略式命令請求，不起訴，中止，移送（同一地方検察

庁管内の検察庁間において，専ら公判請求又は略式命令請求のために行う移送を除く。），家庭裁

判所送致の別及び処理年月日

（２）公判期日については，係属裁判所及び公判日時

（３）刑事裁判の結果については，主文（付加刑，未決勾留日数の算入，換刑処分及び訴訟費用の

負担を除く。），裁判年月日，裁判の確定及び上訴

（４）公訴事実の要旨，不起訴裁定の主文，不起訴裁定の理由の骨子，勾留及び保釈等の身柄の

状況並びに公判経過等（１）から（３）までの事項に準ずる事項

（５）有罪裁判確定後の加害者に関する事項

  ア 懲役又は禁錮の刑の執行終了（刑のうち一部の執行を猶予された刑については，そのうち執

行が猶予されなかった部分の期間の執行終了を含む。以下アにおいて同じ。）予定時期，受刑中の

刑事施設における処遇状況に関する事項，並びに仮釈放又は刑の執行終了による釈放に関する

事項及びこれに準ずる事項

  イ 懲役又は禁錮の刑の執行猶予の言渡しの取消しに関する事項

  ウ 拘留の刑の仮出場又は刑の執行終了による釈放に関する事項及びこれに準ずる事項

（６）（５）に準ずる事項

第４ 被害者等又は弁護士であるその代理人に対する通知の実施

検察官又は検察事務官（以下「検察官等」という。）が被害者等の取調べ等を実施したときは，被

害者等に通知の希望の有無を確認し，希望する者に対し，第３，（１）から（３）までの事項を通知する。

被害者が死亡した事件又はこれに準ずる重大事件にあっては，検察官等が被害者等の取調べ等

を実施しないときでも，被害者等に通知の希望の有無を確認し，希望する者に対し，第３，（１）から

（３）までの事項を通知する。ただし，通知の希望の有無の確認が困難なときは，確認することを要し

ない。

被害者等又は弁護士であるその代理人から照会があったときは，これらの者に対し，第３，（１）から

（３）までの事項を通知する。

被害者等又は弁護士であるその代理人が特に第３，（４）又は（６）の事項について通知を希望する
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ときは,これらの者に対し,その事項を通知することができる。

第３，（５）の事項の通知については，平成１９年１１月２２日付け法務省刑総第１５７６号刑事局長，

矯正局長，保護局長依命通達「被害者等に対する加害者の処遇状況等に関する通知について」

（以下「平成１９年第１５７６号通達」という。）による。

第１に定める目的に沿わないときその他通知することが相当でないときは通知希望の有無の確認

及び通知は行わない。

第５ 目撃者等に対する通知の実施

検察官等が目撃者等の取調べ等を実施した場合において，第１に定める目的等にかんがみ相当

であるときは，目撃者等に通知の希望の有無を確認し，希望する者に対し，第３，（１）から（３）までの

事項を通知する。

目撃者等から照会があった場合において，第１に定める目的等にかんがみ相当であるときは，これ

らの者に対し第３，（１）から（３）までの事項を通知する。

目撃者等が特に第３，（４）又は第３，（５），ア（ただし，受刑中の刑事施設における処遇状況に関

する事項を除く。以下同じ。）の事項について通知を希望する場合において,第１に定める目的等に

かんがみ相当であるときは,これらの者に対し,その事項を通知することができる。ただし,不起訴裁定

の理由の骨子については,この限りではない。

第３，（５），アの通知については，平成１９年第１５７６号通達による。

第６ 通知の方法

通知は，口頭又は文書その他適宜の方法により行う。

第７ 通知を要しない場合

通知することが困難なときは，通知することを要しない。

第８ 引継

事件を移送したときは，本制度の実施に関する事項を移送先の検察庁に引き継ぐ。

事件が上訴されたときは，本制度の実施に関する事項を上訴審に対応する検察庁に引き継ぐ。

第９ 事務細則

検察庁の長（区検察庁にあっては，その庁の対応する裁判所の所在地を管轄する地方検察庁の

検事正）は，この要領の実施に必要な事項に関し，事務細則を定める。


